
山梨県私立各種学校の設置等の認可に係る審査基準 

 

（趣旨） 

第１条 私立各種学校（以下「各種学校」という｡)の設置及び廃止、収容定員に係る学

則の変更並びに設置者の変更の認可については、学校教育法(昭和２２年法律第２６

号。以下「法」という。）、私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）及び各種学校

規程（昭和３１年文部省令第２号。以下「規程」という。）その他関係法令によるほ

か、次の基準によって審査する。 

（設置者） 

第２条 各種学校の設置者は、学校運営の安定性、継続性及び公共性を確保するため、

原則として、学校法人又は準学校法人とする。ただし、特別の事情がある場合は、こ

の限りではない。 

（名称） 

第３条 各種学校の名称は、その設置する課程にふさわしいものであり、かつ、県内の

既存の各種学校と同一又は紛らわしいものであってはならない。 

（自己評価等） 

第４条 各種学校は、その教育水準の向上を図り、当該各種学校の目的を実現するため、

教育活動その他の学校運営の状況について自ら適切な項目を設定し、当該項目の点検及

び評価を行い、その結果を公表するとともに、当該各種学校の設置者に報告しなければ

ならない。 

（情報の積極的な提供） 

第５条 各種学校は、その教育活動等について、広く周知を図ることができる方法によ

って、積極的に情報を提供するよう努めなければならない。 

（立地条件） 

第６条 校地及び校舎の位置及び環境は、教育上及び保健衛生上適切なものであり、か

つその役割を十分に果たすことが期待されるものでなければならない。 

（生徒数） 

第７条 生徒総定員は、原則として８０人以上とする。 

２ 同時に授業を行う生徒数は、原則として４０人以下とする。ただし、特別な事情が

あり、かつ、教育上支障がない場合は、この限りではない。 

（入学資格） 

第８条 各種学校は、その課程に応じ、法第１条の学校の卒業程度等により入学資格を

定め、学則及び生徒募集のための広告等に明示しなければならない。 



（校長） 

第９条 校長は専任でなければならない。ただし、特別の事情があり、かつ、教育上支

障がなく、校長に代わって校長の職務を遂行できる専任の教員を配置する場合は、こ

の限りではない。 

（教員数） 

第１０条 専任教員の数は、特別の場合を除き、概ね生徒定数４０人につき１人以上と

する。 

（年次計画による教員の採用） 

第１１条 学校設置に際して、完成年度までの全体計画が確立しており、その実施につ

いて財政措置が確実であり、かつ、教育上支障がない場合には、教員を年次計画によ

り採用することができる。 

（施設） 

第１２条 施設及び設備は、教育上、保健衛生上、安全上及び管理上適切なものでなけ

ればならない。 

２ 校舎の面積については、規程第１０条第１項の規定による。 

３ 教室の数は、学級数と同数を確保しなければならない。 

（教具、校具及び設備） 

第１３条 各種学校は、課程及び生徒数に応じ、必要な種類及び数の機械、器具、標本

及び図書を備えなければならない。 

２ 学校の規模に応じて、保健衛生上必要な給水設備を備え、その水質は衛生上無害で

あることが証明されたものでなければならない。 

３ 学校の規模に応じて、防火及び消火に必要な設備を備えなければならない。 

４ 夜間において授業を行う学校は、適当な照明設備を備えなければならない。 

（施設、設備等の所有） 

第１４条 校地、校舎、設備等は、原則として自己所有であり、かつ負担附（第１８条

第１項第２号に規定する借入金に係る担保を除く。）でないものでなければならない。

ただし、特別な事情があり、かつ、教育上及び安全上支障がない場合で、次の各号に

該当するときは、この限りでない。 

① 校地又は校舎について、国、地方公共団体等から借用等をする場合 
② 校地を長期間（おおむね２０年以上とする。）の契約により借用する等長期にわたり

安定して使用できると認められる場合 
③ リース契約による使用が常態となっている設備を借用する場合 

（他の学校等の施設、設備の使用） 



第１５条 各種学校は、教育上及び安全上支障がない場合には、同一敷地又は隣接地に

併設される同一の設置者の設置する他の学校の校舎（教室を除く。）、施設及び設備

を使用することができる。 

（他の養成機関） 

第１６条 設置しようとする学校及び課程が、看護師養成所等他の法令に基づく指定養

成施設の指定等を要する場合にあっては、国等の指定権者の指定等を受けられること

が確実でなければならない。 

（年次計画による施設、設備の整備） 

第１７条 学校設置に際して、完成年度までの全体計画が確立しており、その実施につ

いての財政措置が確実であり、かつ、教育上支障がない場合には、施設及び設備を年

次計画により整備することができる。 

（設置経費及び経常経費） 

第１８条 学校の設置に係る経費は、原則として全額を設置しようとする者の自己資金

によらなければならない。ただし、学校運営上支障がなく、次の各号のすべてを満た

す場合は、この限りでない。 

① 負債額が設置経費の３分の１以内であること。 

② 日本私立学校振興・共済事業団又は確実な金融機関等が行う貸付による負債である

こと。 
③ 適正な償還計画があり、学校設置後の各年度の償還額（元利合計）が完成年度相当

年数経過後の当該学校に係る年間事業活動収入の５分の１以内であること。 
④ 設置しようとする者の総負債額が総資産の３分の１以内であること。 

２ 特別な事情がある場合を除き、学校を設置しようとする者は、開設年度の経常経費

について必要な運用資金を保有していなければならない。 

３ 開設年度から少なくとも２年間の学校運営に係る予算について、適正な計画を立て

ており、授業料、入学金等現金の経常的収入その他の収入で収支の均衡を保つことが

可能であると認められるものでなければならない。 

４ 前項の計画に係る年間の生徒納付金の総額は、年間の経常的経費のおおむね１．５

倍相当額の範囲内でなければならない。 

（既に学校を設置している者の各種学校新設） 

第１９条 既に他の学校を設置している者の各種学校の新設については、第２条から前

条までの規定を準用する。ただし、既に設置している他の学校の管理運営について次

の各号のすべてを満たさなければならない。 

① 法令、寄附行為等により適正に管理運営されていること。 

② 役員間による訴訟その他の紛争がないこと。 



③ 借入金の償還が適正に行われていること及び公租公課の滞納がないこと。 

④ その他管理運営の適正を期しがたいと認められる事実がないこと。 

（収容定員の変更） 

第２０条 各種学校の収容定員の変更については、第３条から第１５条までの規定を準

用する。 

（設置者の変更） 

第２１条 各種学校の設置者の変更については、第２条から第１６条までの規定を準用

する。 

２ 変更後の各種学校は、従前の各種学校との同一性を有するものでなければならない。 

（各種学校の廃止） 

第２２条 各種学校の廃止については、次の各号を満たさなければならない。 

① 在籍する生徒及び教職員について、適切に措置されていること。 

② 指導要録等の保管が確実であること。 

③ 校地、校舎、設備等の処置が適切であること。 

 

附則 

１ この基準は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ この基準の施行の際、現に設置されている各種学校は、この基準に適合するよう努 

めなければならない。 

 

附則 

この基準は、平成２８年４月１日から施行し、改正後の第１４条の規定は、同日以後に認

可するものから適用する。 

 

 


